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１．本論文の背景・問題意識 
ASEAN 経済共同体（ASEAN Economic Community：以下では AEC と記述す
る）が 2015 年 12 月末に発足した。それは貿易円滑化、サービス貿易の自由化、
投資の自由化・円滑化、広域的インフラ整備、基準統合、相互認証、格差是正な
どのための域内協力などを含んだ質の高い経済統合であり、単一市場・生産拠点、
競争力のある経済圏、均衡のとれた経済発展、世界経済への統合を体現するもの
として定義されている。AEC は 1993 年の ASEAN 自由貿易協定（ASEAN Free 
Trade Agreement：以下では AFTA と記述する）を皮切りとした段階的な経済統
合のプロセスをたどってきており、発足日を境に劇的な制度変更が行われたわけ
ではない。また、欧州連合（European Union：以下では EU と記述する）とは
異なり、AEC は関税同盟ではない。そのため、域外諸国との貿易や投資について
は各国が独自に交渉することになる。しかし、この経済統合により、モノ・サー
ビス・投資・資本・熟練労働力が、完全ではないが、ASEAN 域内を自由に移動
できるようになったことで、ASEAN は 6 億人規模の一大市場となり、ASEAN
域内への投資の増加、また、経済活動の活性化につながると考えられた。  
ASEAN 各国企業のみならず、ASEAN 各国企業とビジネス関係のある企業や
ASEAN に拠点がある外資系企業にとっても、AEC により単一市場・生産拠点が
できることは、ビジネスの発展には魅力的であると同時に、今までになかった課
題に直面することになる。市場面で考えてみると一大市場になるが、生活基盤の
違い、人種の多様性、貧富の格差など、ASEAN が今まで魅力の一つとしてきた
多様性を併せ持ちながら「単一市場」になることになる。また、生産拠点面を考
えてみると、国境を超えての「単一生産拠点」となることは、域外とのビジネス
を考える ASEAN 企業および ASEAN 企業とのビジネスを考える外資系企業にと
って生産拠点の選択の仕方が異なってくることになる。人の行き来も自由になる
ことから、質の高い労働力をどう確保していくのかも重要な課題となる。AEC 発
足は ASEAN 域内外の企業にとってビジネスを発展させることのできる有利な機
会であると同時に、自由化により競争が激化することから、特に経営資源が不足
がちな ASEAN の中小企業にとっては脅威でもある。  
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そのため、AEC 発足後、ASEAN の中小企業はグローバルな視点での経営戦略
を再構築する必要があった。競争に生き残るためには、質の高い従業員の確保、
生産性向上、他国企業との連携を通してグローバル競争力をつけるとともに、今
までとは違った視点からの課題に取り組むリーダーシップの発揮が求められた。  
また、AEC への対応を進める ASEAN の中小企業を支援するためには、ASEAN
各国政府も支援策の再考が必要である。中小企業は経済の主要なプレイヤーであ
り、更なる経済発展を達成するためには中小企業の存在は欠かせない。しかし大
企業と比較すると弱い立場にあるとされる中小企業は支援を必要としている。そ
のためには官民共同で中小企業振興を行う必要がある。  
10 か国で構成されている ASEAN の中で、タイは ASEAN 発足当初からの加盟
国であり、ASEAN10 か国の中では経済発展の進んだ国の一つである。また、1997
年のアジア通貨・経済危機の際には、タイが発端となって経済破綻が他国へと広
がっていった。ASEAN 内での関係も深く、影響力も強い国と言える。ASEAN
内では陸続きの国境を有しているため、モノ・サービス・投資・資本・熟練労働
力の自由な移動が可能となる経済統合の影響を受けやすい国でもある。  
タイは安い労働賃金と豊富な資源、政治・経済的な安定を強みとして、特に海
外からの投資を受け入れて発展してきた。中でも自動車や家電産業の集積地にな
るという産業政策のもとで工業化を促進した。その結果、両産業のサプライチェ
ーンにおいて重要な位置を占めるようになった。また、同時に農産業・水産業で
も産業振興を促進した結果、タイが供給している農水産加工製品および原料の世
界市場におけるシェアは高い。順調に見えた経済発展の一方、産業構造改革の必
要性も言われており、その中でアジア通貨・経済危機が発生した。アジア通貨・
経済域による経済の急激な落ち込みから、経常収支の赤字からの脱却、グローバ
ル化への対応、地域統合への対応が検討されることになった。また、タイの更な
る経済発展には中小企業の発展が欠かせないことが改めて浮き彫りとなり、国家
戦略の一部にしか過ぎなかった中小企業振興が強化されることになった。そのた
め、2000 年に中小企業振興法が制定され、続いて中小企業振興計画が策定されて
いった。  
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タイの中小企業振興政策に関する研究は大辻（2016）1や Regnier（2000）2に
詳しいが、いずれもアジア通貨・経済危機直後の政策研究にとどまっており、タ
イ中小企業振興法や中小企業振興計画について歴史的に記録して分析した研究が
なされていない。また、外部環境の変化となる AEC との関連についての研究が
なされていない。  
そのため、本論文では、タイ国政府が策定した中小企業振興の支援策として、
タイ中小企業振興法および中小企業振興計画の概要について歴史的事実として記
述する。また具体的な支援策として工業省産業振興局（Department of Industrial 
Promotion：以下では DIP と記述する）中小企業ネットワークを取り上げる。地
域協力機構である ASEAN の中小企業振興の方向性もタイ国政府が独自の中小企
業振興政策を策定するにあたって考慮すべき内容であることを踏まえて、
ASEAN として策定した ASEAN 中小企業開発のための戦略的アクションプラン
（ASEAN Strategic Action Plan for SME Development：以下では ASAP と記述
する）についても記述する。上記記述に合わせてタイの食品加工業を 3 社事例研
究として取り上げ、AEC への対応について、工業省 DIP 中小企業ネットワーク
をどのように活用し、経営につなげているのかを考察する。これからの考察を踏
まえて、タイの中小企業振興政策の歴史的事実、中小企業ネットワーク機能の重
要性を導き出す。  
 
２．研究成果  
第１章では、ASEAN の沿革から、ASEAN がなぜ AEC といった経済統合を進
めることになったのかを考察した。発足当時は反共同盟と言われた ASEAN が、
ベトナムなどの共産国をも加盟国として地域協力を進めていった。その中でアジ
ア通貨・経済危機が勃発し経済が落ち込んだことから、ASEAN としての世界で
のプレゼンスを高める必要性が高まった。そこで、経済、政治・安全保障、社会・
文化の 3 つの共同体からなる ASEAN 共同体構想が協議され、中でも AEC はよ
 
1 大辻義弘（2016）『タイ中小企業政策と日本』  書籍工房早山  
2 Regnier, Philippe (2000) Small and Medium Enterprises in Distress: 
Thailand, the East Asian Crisis and Beyond, Gower Publishing 
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り一層の経済発展を目指すための重要な地域経済協力と位置づけられることとな
った。AEC は EU とは異なり関税同盟ではないため、域外諸国とは貿易や投資の
点で個別に交渉することになる。経済統合の意味合いの違いから、EU とは異な
るビジネス環境の変化をもたらすことから、ASEAN 域内外の企業にとってビジ
ネスを発展させることのできる有利な機会であると同時に、自由化により競争が
激化することから、特に経営資源が不足がちな ASEAN の中小企業にとっては脅
威である。そのため、タイの中小企業振興政策を考察するにあたっては AEC は
考慮すべき外部環境である。  
第２章では、AEC が ASEAN の産業にどのような影響を与えているのかについ
てすでになされている研究を考察した。石川幸一・清水一史・助川成也（2009）
3は AEC によって自動車や電機といった日本企業にとっての生産拠点の見直しが
必要となる産業に関する研究を行った。また、Park, Ungson and Francisco（2017）
4は ASEAN 内の大手優良企業の経営戦略に関して、Kunanoppadol（2014）5は
タイ国内の中小企業に対する AEC に関する認識調査に関して、Charoenrat and 
Harvie（2017）6は AEC が与えるタイの中小企業全般への影響に関して研究を行
った。AEC 発足に伴って関税が引き下げられる産業は日本企業や外資系企業への
影響も考えられ、サプライチェーンの再構築が必要とされた。直接影響のある産
業においては、中小企業も AEC に関する認識も高く対応も行っているが、国内
市場のみを対象とした産業や海外とのつながりのない企業の AEC に関する認識
は低い。しかしどの産業に関しても AEC の影響は受けることから、AEC に関す
る情報提供が必要と考える。 
 
3 石川幸一・清水一史・助川成也  編（2009）『ASEAN 経済共同体－東アジア
統合の核となりうるか－』日本貿易振興会  
4 Park, Seung Ho; Ungson, Gerardo Rivera; Francisco, Jamil Paolo S. 
(2017) ASEAN Champions – Emerging Stalwarts in Regional Integration, 
Cambridge University Press 
5 Kunanoppadol, Jarut (2014) “Are SMEs ready for ASEAN Economic 
Community (AEC) in the coming year 2015?”, Silpakorn University Journal of 
Social Sciences, Humanities and Arts, Vol.14(1), pp.147-168 
6 Charoenrat, Teerawat and Harvie, Charles (2017) “Thailand’s SME 
Participation in ASEAN and Eat Asian Regional Economic Integration, 
Journal of Southeast Asian Economies, Vol.34(1), pp.148-174 
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第３章では、タイの中小企業振興政策について、特に中小企業振興法の制定に
至るまでの歴史的事実について考察した。アジア通貨・経済危機によりタイ経済
が破綻するまで、中小企業振興政策は国家経済社会開発計画の一部であり、単独
では存在していなかった。経済立て直しのために産業構造改革が進められること
になり、経済発展の要として中小企業振興の重要性と必要性が言われるようにな
った。その結果、中小企業振興法が 2000 年に制定され、中小企業の定義が閣議
決定され、中小企業振興政策とその実行計画の策定へとつながっていった。今ま
で中小企業振興に関連する省庁を調整することができず、統一した政策や方針を
打ち出すことができなかった反省から、中小企業振興法では中小企業振興の実施
体制について明確化されたのが特徴である。タイの中小企業振興政策の内容を見
る限り、今までは中小企業振興の基盤となる制度設計に重点が置かれてきた。不
備な点や実際には機能していない点などもあるが、ある程度の基礎は出来上がっ
たものと考える。  
第４章では、中小企業振興法制定後に策定された中小企業振興計画について、
策定された背景と合わせて考察した。中小企業振興計画は 2002 年から 5 か年計
画として策定され、最終目標数値に対して評価を行い、次の 5 か年の目標を設定
している。目標を設定することで支援関係者の意識付けが可能となった。しかし、
結果を見ると、第 1 次・第 2 次・第３次中小企業振興計画の数値目標はいずれも
達成できていない。理由としてあげられるのは、タイ国政府の中小企業に関する
認識不足および官民セクターの連携不足、中小企業への情報不足である。また中
小企業支援の制度は確立したものの、実施体制ができておらず機能していないこ
とや、現場の声を吸い上げることができないことも理由である。  
第５章では、2001 年より発行されている中小企業白書を取り上げた。中小企業
白書で取り上げるトピックスはタイを取り巻く環境をタイ国政府がどのように考
えているのかを表している。2009 年版からは AEC に関するトピックスが取り上
げられ、海外市場における消費者行動の調査結果やタイ企業が優位に立つことが
可能な産業の分析がなされた。毎年ではないが、支援策も取り上げられており、
中小企業への情報提供となっている。有益な政策や行動計画を策定しても、それ
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が利用する中小企業に伝わらなくては無策となる。中小企業は業界団体や経済団
体に所属する機会がなければ、自分たちが置かれている状況を把握するのは難し
い。中小企業白書を通じて、政策や行動計画、タイ経済や中小企業の現状と課題
について中小企業は認識可能となった。また、中小企業白書を発行する作業を通
じて、中小企業振興事務所（Office of Small and Medium Enterprise 
Promotion：以下では OSMEP と記述する）は中小企業の現状を把握することが
でき、そこから必要な政策へとつなげることが可能となった。しかしながら、第
４章で考察した中小企業振興計画の成果を見る限り、中小企業も OSMEP もまだ
認識不足であると言える。 
第６章では、タイのターゲット産業である食品産業を取り上げ、どのような支
援策を実施しているのかを考察した。2003 年よりタイ国政府は食品の輸出促進と
して、官民一体となって「世界の台所（Kitchen of the World）」プロジェクトを
進めている。なぜならば、後発加盟国であるカンボジア、ラオス、ミャンマー、
ベトナム（Cambodia, Laos, Myanmar, Vietnam：以下では CLMV と記述する）
諸国は豊富な資源と人材を活用して、タイに追いつこうとしており、その競争に
勝ち残るためには高品質化・高付加価値化が求められているからである。また、
AEC の活用も求められており、プロジェクトではそのための戦略があげられてい
る。また、AEC 発足を受けて中小企業間の情報共有を行う場として立ち上がった
工業省 DIP 中小企業ネットワークについて考察した。ネットワークでは、海外へ
視野を広げるための人材育成や技術支援、情報共有を促進し、ビジネスマッチン
グを通してビジネス拡大の機会を提供している。タイでも成功したと考えられて
いる中小企業が中心メンバーとなり、研修の機会を設け、成功や失敗の経験を共
有し、国内外のビジネスマッチングをアレンジし、タイ国政府の支援策への提言
を行うことで中小企業振興につなげる役割を果たすことが可能となった。政府主
導ではないことから、中小企業が参加しやすいといった反面、中小企業の自主性
に任せていることから活動に課題が出てきており、更なる拡大に向けて運営方法
の転換点に来ている。また、タイの食品産業の発展には技術的な支援と、支援策
の活用に関する情報共有が必要であることが考えられる。  
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第７章では、ASEAN としての中小企業振興である ASAP について考察した。
アジア通貨・経済危機以降、ASEAN 各国が競争力を強化していくためには、国
単位ではなく、ASEAN という経済圏でなくてはならず、ASEAN のプレゼンス
を強化する必要があった。中国やインドの台頭への危機感から、AEC への理解も
深まり、経済統合のスピードも速まった。AEC は投資や経済の流れに変化を起こ
し、中小企業にとっては発展の可能性と同時に脅威ともなる。中小企業の自助努
力としての体質強化と共に、公約支援による強化も必要である。また、経済格差
のある国々の経済統合は困難である。そのため、経済発展の要でもある中小企業
振興に関して ASAP を策定し、ASEAN として中小企業振興に取り組む姿勢を見
せると同時に、先発加盟国と後発加盟国との間の格差是正に向けての行動をコミ
ットすることとなった。ASAP は実行の管理にあたりリーダー国を定めている。
10 か国を同じ方向に向かわせるための、また ASEAN が一つの経済共同体である
ことを示すための工夫と考える。中でもタイは陸の国境を接している国が多くあ
り、自国の発展のためにも隣国の経済安定も不可欠である。そのため、ASAP は
ASEAN としての中小企業振興ではあるが、タイが隣国への干渉が可能な手段で
もある。  
第８章では、工業省 DIP 中小企業ネットワークを活用し、AEC の外部環境の
変化と競争激化に向けての対策を取っているタイの中小規模の食品加工業を事例
研究として取り上げた。3 社が成功している共通点として、①食品に直接関係な
いような外部環境に関する情報すら収集を行っていること、②従業員の人材育成
を行っていること、③タイ国政府の支援策を活用していることが挙げられる。工
業省 DIP 中小企業ネットワークの活用により、情報収集が容易であったことがビ
ジネスの拡大につながったと考えられる。  
第９章では、OECD が考案した ASEAN SME Policy Index を取り上げて、
ASEAN としての中小企業振興政策の分析・評価を考察した。アンケートやイン
タビュー、専門家による評価で政策を分析しており、OECD は ASEAN 全体とし
ては、政策の包括的なアプローチの不足やデータ収集・分析の不足、タイの中小
企業振興政策に対しては、フレームワークはあるが有効的に機能していないと指
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摘した。正確なデータに基づいた政策の立案と同時に、環境の変化に伴う政策の
見直しができるのかどうか、また支援策に関する情報伝達、適切な実施といった
面から、タイの中小企業振興政策は有効的に機能していないと分析した。ASEAN
が経済統合を進める中で同じ分析手法を使用しての分析は有益である。ただ、評
価基準が専門家個人に任せられている点もあり、より公平な分析にすることが課
題である。  
本論文ではタイの中小企業振興政策と AEC が政策立案に与える影響を考察し
た。中小企業振興政策に関する歴史的事実をまとめ、AEC が中小企業の経営戦略
にも政策立案にも影響していることを考察したことは先行事例がない中では成果
である。また、政策の実施には中小企業への情報共有が必要であり、ネットワー
クは有効であることが明確となった。  
 
３．今後の課題  
 
タイが「中所得国の罠」を抜け出し、先進国入りするためには中小企業振興が
より一層重要と考える。国内産業の課題とそのための政策、デジタル経済の発展
と新世代産業の育成を掲げた Thailand4.0とその産業政策を踏まえた中小企業振
興計画については今後の研究課題とする。  
 
